令和７年度 大阪府社会福祉法人等指導監査 実施方針


　令和７年度の大阪府の社会福祉法人等に対する指導監査については、
　　・法定受託事務である社会福祉法人に対する指導監査（以下「法人監査」という。）
　　・自治事務である社会福祉施設に対する指導監査（以下「施設監査」という。）
　それぞれについて、以下のとおり行うこととする。

１　目　　的
　　指導監査は、社会福祉事業を経営する者（以下「社会福祉法人等」という。）が、社会福祉に対する
　大阪府民の信頼に応え、社会福祉法（昭和26年法律第45号）等各関係法令及び各施設の設備及び運営
　に関する基準を定める条例等（以下「関係法令等」という。）を遵守して、法人運営及び施設経営を行う
　ことに対して、調査、指導及び助言をすることにより、適正な法人の運営と円滑な社会福祉事業の経営
　の確保を図ることを目的とする。


２　指導監査の類型及び方法　
　　指導監査は、「一般監査」と「特別監査」とする。
　　監査の対象は、社会福祉法人及び本府所管の社会福祉施設とする。
　　（１）一般監査
　　　　①法人監査【法定受託事務】
　　　　　≪実施方法≫
　　　　　　　社会福祉法第56条第１項の規定に基づき、法人の自主性及び自律性を尊重し、法令又は
　　　　　　通知等に定められた法人として遵守すべき事項について運営実態の確認を行う。
　　　　　　　実施に当たっては、社会福祉法人指導監査実施要綱（平成29年４月27日付け厚生労働省
　　　　　　三局長通知）で示された「指導監査ガイドライン」に基づき実施する。
　　　　　≪監査対象法人の選定≫
　　　　　　　前回実施の指導監査から今期までの間で、長期間指導監査未実施法人を優先して実施する。
　　　　②施設監査【自治事務（保護施設は除く）】
　　　　　≪実施方法≫
　　　　　　　施設種別ごとに定められた個別法や指導監査実施要綱等に基づき指導監査を実施して、
　　　　　　適正な事業運営及び施設運営の確保を図るものとする。
　　　　　≪監査対象法人の選定≫
　　　　　　　施設所管課において、前回実施の指導監査から今期までの間で長期間指導監査未実施施設
　　　　　　や利用者処遇や職員処遇等の改善状況について確認を要する施設などから優先して実施する。
　　　　③その他監査の実施について
　　　　　・指導監査の効率化
　　　　　　次のような法人及び施設に対する指導監査については、同日に実施するよう調整を行う。
　　　　　　　ア　法人の主たる事務所が、指導監査対象施設内に存在する場合。（１法人１施設含む。）
　　　　　　　イ　同一法人が運営する施設が、近隣にある場合。
　　　　　　　ウ　市町村と指導権限等を共管する法人・施設については、日ごろから緊密な情報交換を
　　　　　　　　図る等連携を図り、同時監査（並行監査）の実施に努める。

　　（２）特別監査
　　　　①特別監査の実施
　　　　　不正又は著しい不当、最低基準違反等の問題を有する法人、施設を対象に随時適切に実施する。
　　　　　また、指導しているにもかかわらず、正当な理由もなく改善しない法人・施設に対して実施する。
　　　　②実施方法
　　　　　特別監査については、実施の都度、その方法を定めるものとする。
３　指導監査の時期　
　おおむね令和７年７月中旬から令和８年２月末の間で実施する。


４　監査体制　
　監査の種類ごとに、下記の体制で実施する。
　　（１）法人監査･･･おおむね３人
　　（２）施設監査･･･おおむね４人
　　（３）法人・施設同時監査･･･おおむね５人
　　　※　指導監査の充実を図るため、必要に応じて、会計の専門家である公認会計士の資格を有する
　　　　監査員を同行させる。
　　　※　ただし、監査員数は、法人規模、同時実施施設数等により変更する場合がある。
　　　　　特別監査については、不正又は著しい不当、最低基準違反等の問題の内容による必要人数とする。


５　監査における重点項目の設定　
　（１）法人運営
　　①理事会に関すること　②理事・監事に関すること　③評議員、評議員会に関すること
　（２）法人会計・施設会計
　　①会計管理に関すること（管理運営体制等）　②計算書類関係に関すること（契約書等）
（３）救護施設
　　　①感染症対応力の向上に関する事項　②非常災害に関する具体的な計画の策定に関する事項
　　　③定期的な避難・救助等の訓練の実施に関する事項　④事故防止対策に関する事項　
⑤個別支援計画に関する事項
　　（４）児童養護施設
　　　①個人情報の取扱いに関する事項　②子どもの権利擁護に関する事項
　　　③防犯に係る安全の確保に関する事項　④非常災害対策や事故発生防止に関する事項
　　（５）老人福祉施設
　　　①協力医療機関との連携体制の構築　②感染症対応力の向上に関する事項
　    ③高齢者虐待防止の取組や身体拘束に関する事項
　　  ④介護サービスの質の向上（人材育成・苦情解決を含む）に関する事項
　　  ⑤リスクマネジメント（業務継続に向けた取組や事故発生防止）に関する事項
　　（６）障がい者支援施設・障がい児入所施設
　　　①虐待防止対策に関する事項　②身体拘束に関する事項　③事故防止対策に関する事項
　　（７）保育所、幼保連携型認定こども園
　　　①施設内の虐待防止に関する事項
　②児童の送迎（通園）を目的とした自動車を運行する場合の安全対策に関する事項
　　  ③防犯に係る安全の確保に関する事項　④事故発生の防止及び発生時の対応に関する事項
　　（８）全施設共通〔食事提供について〕
　　　①給与栄養目標量の設定に関する事項　②ＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理に関する事項
（９）全施設共通〔職員処遇について〕　
　①各種規程について②人事管理について
　　

６　指導監査の結果及び改善状況の報告　
　　（１）法人監査
　　　　「指導監査ガイドライン」に定められた「指摘基準」に応じ、社会福祉法人指導監査実施要綱
　　　「５指導監査の結果及び改善状況の報告」に定める文書指摘等の指導を行う。


　　（２）施設監査
　　　（ア）監査の結果、違反が認められる事項については、原則として、改善のための必要な措置を
　　　　　とるべき旨を文書により指導する。
　　　（イ）改善措置の具体的な内容について、期限を付して報告をさせ、必要と認める場合には、改善
　　　　　状況の確認のため、実地において調査を行うことができる。
　　　（ウ）違反の程度が軽微である場合又は違反について文書による指導を行わずとも改善が見込まれ
　　　　　る場合は、口頭により指導する。
　　　（エ）法令又は通知等の違反が認められない場合で、施設運営に資するものと考えられる事項に
　　　　　ついての助言を行うことができる。









































（参考）　指導監査における主な確認事項について　

　①法人本部監査項目（「指導監査ガイドライン」項目）
　　Ⅰ　法人運営　１：定款（必要事項の記載、変更の所定の手続、備置き・公表）
　　　　　　　　　２：内部管理体制
　　　　　　　　　３：評議員・評議員会（選任、適格性、定数、招集・運営　等）
　　　　　　　　　４：理事（定数、選任及び解任、適格性、理事長　等）
　　　　　　　　　５：監事（定数、選任及び解任、職務・義務　等）
　　　　　　　　　６：理事会（審議状況、記録、債権債務の状況　等）
　　　　　　　　　７：会計監査人
　　　　　　　　　８：評議員、理事、監事及び会計監査人の報酬（支給基準、公表　等）
　　Ⅱ　事　　業　１：事業一般（定款に基づく事業実施、地域における公益的取組の実施　等）
　　　　　　　　　２：社会福祉事業、公益事業、収益事業
　　Ⅲ　管　　理　１：人事管理
　　　　　　　　　２：資産管理（基本財産、基本財産以外の財産、株式保有、不動産の借用）
　　　　　　　　　３：会計管理（会計の原則、規程・体制、会計処理、会計帳簿、
　　　　　　　　　　　　　　　　決算及び計算関係書類、附属明細書　等）
　　　　　　　　　４：その他（特別の利益供与の禁止、社会福祉充実計画、情報の公表　等）

　②施設監査（職員処遇関係項目）～施設の運営管理体制の確立～
　　Ⅰ　人事管理の適正化（職員の確保及び定着化等）
　　Ⅱ　職員研修等資質向上対策の推進
　　　　　（人権啓発、虐待防止、衛生管理に係る研修受講、内部研修の充実等）
　　Ⅲ　就業規則、給与規程、経理規程等の諸規程類の整備
　　Ⅳ　労働時間と休憩等の取扱い（労働時間の短縮等労働条件の改善等）
　　Ⅴ　夜勤、宿日直の取扱い
　　Ⅵ　職員健康診断の適正な実施

　③施設監査（施設会計関係）～会計経理の適正運用～
　　Ⅰ　社会福祉法人会計基準・学校法人会計基準等及び経理規程に基づく会計経理及び契約
　　Ⅱ　内部牽制体制の確立、施設の会計事務処理の執行管理体制の強化
　　Ⅲ　利用者負担金及び寄附金等の取扱い
　　Ⅳ　運営費（措置費）等の弾力運用に係る適正な要件遵守及び会計処理

　④施設監査（利用者支援関係）～適切な利用者支援の確保～
　　Ⅰ　利用者の意向や希望の尊重と良好な生活環境の確保
　　Ⅱ　利用者の権利擁護の視点からの適切な支援の確保
　　Ⅲ　身体拘束ゼロへの取組及び虐待防止の取組
　　Ⅳ　利用者支援の充実
　　　　　　　　（個別支援方針の策定、ケース記録等の整備・ケース会議の実施、
　　　　　　　　　入浴、排泄等支援の充実、褥瘡予防対策、リハビリテーション、
　　　　　　　　　寝たきり予防策、健康管理対策、保健･医療の確保、相談体制、
　　　　　　　　　家族との連携、関係機関との連携、苦情解決、福祉サービス向上への対応状況）
　　Ⅴ　自立、自活等への支援
　　Ⅵ　事故防止の取組及び事故発生時の適切な対応

　　Ⅶ　安全確保対策の充実・強化
　　　　　　　　（避難、消火訓練の実施、非常時における地域の協力体制の確保、
　　　　　　　　　消火設備その他の非常災害に際しての必要な設備の整備、
　　　　　　　　　防犯に係る安全性の確保　等）

　⑤施設監査（食事提供関係）～安心安全な食事提供のために～
　　Ⅰ　安全、適切な食事提供の確保（給食運営形態、契約内容、施設内調理の実施　等）
　　Ⅱ　施設利用者に応じた栄養の確保と充実した食事の提供
　　　　　　　　（給与栄養目標量の設定、食事内容、アレルギー・咀嚼・嚥下困難者等に
　　　　　　　　　配慮した食事の提供、食育、他機関の指導・助言・連携の有無　等）
　　Ⅲ　衛生管理の徹底
　　　　　　　　（検食・検便の実施、食品の検収、飲用水の検査、調理温度、調理時間管理、
　　　　　　　　　厨房設備・調理器具の衛生的な取扱い、保存食の保管　等）

